
論

経済循環の叙述体系としての

会階層別 SNA
一階層別SNAの勘定構造の設計 と推計 (1)一

土 居 英 二

序 問 題 の 所 在

本稿の目的は,国連の新 SNA(United Nations,A System of National

Accounts,196め で示される経済循環の叙述体系を再編成して副部門をもつ制

度部門分類 (institutional sectoringy=社 会階層で一元的に記録する勘定体

系のアウ トラインを提示することである。

この勘定体系の特徴は次の二点にある。

(1)制 度帰U分類の副部門 (sub sectors)は ,家計部門については新SNA自

身がすでに提示 している社会経済分類 (soCiO‐ e∞■omic classFica詭 oに よ

って,農林漁業自営業・ 非農林漁業自営業・ 雇用者などに細分する。同時に法

人企業部門を,企業規模基準 (size,CriterioOに よって,大・ 申小・零細の三

つに細分する。後者は新 SNAに :は含まれていない。

12)第 二の特徴は,こ うした制度部Fl分類で示されるミクロ経済主 体 の行 動

は,新SNAで は,資金の流れに関する勘定群に限定され,財貨サービスの生

産に関しては明示的に叙述されていない点を改めて,財貨サービスの生産に関

する勘定群の取引主体分類にも副部門を伴いながら導入しようとす る点 で あ

る。

これによって,新SNAは ,経済循環の全局面が,企業や家計 といった ミク
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経済循環の叙述体系としての社会階層男lS NA

口経済主体,お よび社会階層の行動の全体像に即して一元的に叙述される。

この考え方は,すでに統合経済計算 Integrated Economic Accounts(以

下 IEAと略す)を 提案 したラグルズ Ruggles夫 妻の設計思想に典型的に

示されてお り,新 SNAに 比べれば,ECの コ‐ロッパ標準勘定体系 (Euro―

pean System of lntegrated Economic Accounザ :)(ESA))や アメリカ商

務省の国民所得勘定 National lncome and Product市eA∝ounts(NPAヽ )

も■ll度部門重視の考え方が強メ:

ただ,こ こで提起する勘定体系の構想は,こ の点で最もラデイカ/1/な Ruggles

夫妻の体系との比較では,Rugglesが統合勘定からは除外した通常のA表とよ

ばれる商品×商品を分類基準とした産業連関表(I-0表 )と 並行して,制度部Fi

×制度部門を分類基準とする新しい社会階層別 I-0表を含んでおり,こ の意

味で
1ま

Ruggles夫妻よりも一層徹底したラディカルな内容となっている。

新SNAにたいする以上二点の特徴を形式的な形でいいかえれば,勘定体系

の点で,一方では制度別分類の |「内包的拡充Jである制度部門細分化と社会1階

層化,他方では制度別分類の「 外延的拡充」である生産関連諸勘定への拡大の

二点である。

この体系のねらいは,一つは Ruggles未妻と同様,企業,家計,政府とい

つたミクF経済主体の行動を,経済循環の全局面において首尾一貫して記録レ

ようということであり,倉林義正氏が分布統計開発の′思想を特徴づけていうと

ころの「 ミクロ経済計算」デ‐夕をマクロ経済計算体系の中に整合的に1関連づ

けることである。

第二にこの上で企業や家計の副部門の設定を考慮に入れれば,こ の体系は経

済の循環構造における社会階層の行動や相互関係の詳細な叙述体系となるであ

ろう。この勘定体系を以下,社会階層別SNA(略して階層別SNA)と ょぶ。

注

(1) United Nations, 4 Sysι θπ cr Nα JわπαJ 4`θο%πJs,S"′′θs tt Mttοas,

S″:“弓 Ⅳο.a Rιク.3′ New York,1968
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た cOunts;Reply'',S%″炒〔ッ Q′ C劾呼銘′B″ sttθss, Vol.‐ 62.No,11,Nov.

1982;Ruggles,Richard alld Nancy D.,lntegFated EconOmic ACcOunts

for the United States,Working Paper NO.秘 1,Nov.1980(邦 訳「 アメ

リカの統合経済計算J『季刊1国民経済計算』No.58,経済企画庁経済研究所国

民所得部,1983年 1月);野村良樹「ラグルズの『合衆1国統合経済勘定 (IE

A)の輪郭 1),121」 |『統計学』第4,石号,1983年 3月,9月。
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助 0%0解′σα%J Sο″″ Par/or%“りσθ′NBER,New York,1973;Ruggles,
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21,No。 2」une 1975;R.C.GeaFyp``Reflections On NatiOnal Accoun―
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′ルσO″夕α笏 ″θ″磁′Ser。 1%N。 .3,Sept。 1973;

野村良樹「 ラグ/1/ズの修正GNP概念についてJ′ 『経営研究』第%巻 6号 ,

1976年 3月。
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済統計データベースの動向』 銹 経済調査ンポ‐卜・198挙薄調 :1山下正樹

「 ECおよびE CI国民経済計算体系について」,『横浜経営学研究,』 第Ⅲ巻 2

号,19開年。

(4)

(6) 最近のも|の として,United States Department of 00mmerce′ Bereau of

Economic AnalysiS,“ The UoS.National lnconle and lProduct Accoun‐

ts:ReVised Estimtte町 19″一鑓′"脇りの げ C%″蒻
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(7)新 SNAが ,経済主体について,経済活動別分類 ∈ind‐ of‐ activtty sectoFS)

と制度部F5別分類 (insttutional sectOrs)の 二重の分類方法 (dual sectOr―

ing)を採用していることへの批判的な考え方は次の文献に紹介されている。

Jan W.van Tongeren′  ``A Review Of selected Aspects of the United

Nations system of]Nationalコ 生ccOunts in the Light of Countries'Ex‐

periences,"Reυうの げ ″%σο″θ″J 

「

cαιt力,ser. 25,NO.2′  June 1979;

能勢信子「 S NA10年 の論点」,『国民経済雑誌』第1“巻 2号,1982/18月 :

能勢信子 FttS NA10年の論点と続く10年の課題」,『経済経営研究年報』,

第田巻 1/2号,1983年 3月。

(8)倉 林義正「国民経済計算と社会統計の体系―展望と設計―」,『経済研究』,

第25巻 2号,1974年 5月。

1 新SNAの勘定体系と経済主体の二重の分類法 Cual
sectorin」

新SNAが ,従来個別に作成されてきた産業連関表・国民所得勘定・資金循

環表・国民貸借対照表・国際収支表を統合して経済循環を整合的な一つの体系

で叙述しながら,その中で経済主体を図 1の ような二通りの仕方で分類してい

ることは既に周知の事実である。

財貨サービスの生産に関する諸表で採用されてい るのが「経済活動別分類

(kind‐ of― act市ity sectors)」 であり,産業連関表もこの原則の適用を受けて

従来の商品×商品を分類基準とするA表ではなく,取引の片・lllに 取引主体を明

示する新しい新SNA型産業連関表 (V表,U表)カミ生み出された。

他方,資金の流れに関する諸表で採用されているのが「 制 度部 門別 分類

(instttutiOnal sectoFS)Jで あり,資本調達勘定で示される資金循環勘定が

この原則の典型的な適用例である。両者はいずれも「意志決定単位Jであるが,

前者は生産に関す.る それであ?て ,統計的には事業所レベル,後者はそれより
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「 もっと大きだJ資本調達に1関する意志決定単位であらて,例えば連結財務諸

表を有する企業群や企業 レベ71/が 統計的な単位 とされている (新 SNAの 勘定

体系と取引主体の扱いは図 2参照)。

従って,例えば経済取引主体としての「 法人企業」に着目するならば,法人

企業は,活動別分類が適用される産業連関表や国民所得の生産面などでは,あ

るがままの姿では記録されず,事業所レベルに分解され,同種商品の生産を主

として行 う他の事業所と統合されて記録される。法人企業がその現実の姿で登

場するのは,国民所得の分配の最終局面から支出局面にかけて,貨幣所得の受

け払いと金融活動の局面についてである。

ちなみに,新 SNAの フローについての勘定相互の関係と,経済主体の取 り

扱い方を一図にまとめ作成したものが図 3である。図 3は横に読んで上段より

A.産業運関表,B。 国民所得勘定,C.資金循環勘定を配置し,縦列として

は左側から1.所得の生産局面, I.分配・再分配局面,Ⅲ 。所得の支出局面を

配列している。

図 3の ように整理してみれば,新 SNAが取引主体の分類法として,生産に

関する諸勘定は活動別,資金に関する諸勘定は制度別を原則としている点は事

実であるが,所得の生産局面は活動別に加えて,内在的にはほぼ制度別表示が

可能なデータを含んでいて,ま さに「二重の =dualJ部 門分類とな ってい

る。更に所得の支出局面も,活動別に加えて,二つの制度別勘定群から,こ れ

もほぼ制度別表示が行なえる。所得支出面はこれに「主要系列表 1」 の概念と

主体の混合表示法をあわせれば,あ るいみで三通りの仕方で叙述されていると

もいえる。

とはいえ,現実の,企業・政府・家計といったミクロ的経済取引主体にたい

する新SNAの こうした複雑な扱い方は:“ )生産に関する意志決定単位と資金

に関する意志決定単位がレベ/L/を異にしており,l「)経済循環の叙述としての国

民経済計算体系はこの現実を叙述原則として重視する; という考え方が基礎に

おかれているからであると思われる。
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経済循環の叙述体系としての社会階層別SNA

図 1 活動別分類と制度部門別分類の関係

(活動別分類)

① 産    業

② 政府サービス生産者

③対季塾暑更空塁磐
④ 家 事 サ ー ビ ス

⑤ 家

(出所)

(制度部門別分類)

① 非金 融 法 人企業

② 金 融 機 関

③ 一 般 政 府

④ 対家計民間非営利団体

(非 金 融 個 人 企 業)

け
は
　
　
　
　
　
　
　
　
　
フ
勘
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
朴
勘

計―一二一一__→ ⑤ 家

経済企画庁経済研究所国民所得部編 F新国民経済計算の見方・使い方』p.19
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前者はともか く,こ の後者については,新 SNAの 考え方は国際的年は研究

者や推計当局の十分な合意が得られているという状況では必ずしもない。

例えば1国連が1975年 カラカスで開催した新 SNA提 案後の実施状況と問題を

フォロ‐する地域問セミナ rゃ, コ_ロ ッパ統計家ジェノゾァ会議の内容を紹

介 した Jo W.TOnger`″ によれば,新 SNAの この取引主体の二重の分類法

は,単に制度別部門だけでなく,種々な部門設定について多 くの議論がなされ

たことを紹介している。この中で,こ れら取引主体 と新 SNAの 体系とのかか

わ りで出された論点は,TOngerenに よれば次の三点である。(a)体系の基本的

なフレームフークを,統合部門勘定に置きかえるとする Dudley Se9rsの最

もラディカルな見解,lbl既存のフレームフークに制度部門 とその副部門で取引

主体が分類された生産勘定を付け 加える プェネズ ェラィ お よ,び European

System of lntegrateo遭 :。nomL Accounts(ES詢 あ椀,o)新 SNAの 基

本的フレームワークの販亭1主体にかんする二重分類は維持しながら,それに特

別の統合部門のための追加的な分類法を更に導入する考え方,等である。冒頭

に述べた Ruggles夫妻あ「 アメリカ統合経済計算 (IEA)」 に結実した設

計思想も,こ うした新SNAの取引主体の批半U的文脈の中に位置づけられる

し,現にこうした議論に大きな影響を与えていると思われる。

生産諸勘定に登場させる経済主体を弩済活動分類ではなく,制度別分類で叙

述する考え方について,例えば日本においても能勢信子氏のように「生産の自

然単位が事業所であり貯蓄・投資の自然単位が企業であるというSNAの理念

に後退につながるものJと の反対論がある。しかし,他方で,そのことと,経

済猪環の叙述体系として,雄産諸勘定に■ll度部門分類を導入することの是非

tl■ ,'さ しあたり1区別して考えねばならない1問題だと筆者は考えている。なぜな

ら,例えば Ruggles夫妻の設計思想は企業,政府,家計といつた現寒の経済

主体の行動が部分的ではなく,全面1的に記録されることによって,勘定体系が

明解になるだけでなく, ミクロ経済主体の行動データを受容するマクロ1国民経

済計算の体系は,今後の国民経済計算の一層の拡充にたいして開かれた基礎的
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¨ 叙述体系としての社到階層別SNA

体系となるであろうからである。

次節では,生産絣 定における販ワ1主体を制:度elli分類で叙述する「 階層島Is

N4Jの勲定ぃ系のアウトラインについて述べよう。この体系の原員uは ,暴4g,

d“ 体系か1除外した産業1連関表につボても適用され,1固有の FI階層局lIB業逢関|

表』を含むものである̀
。

注

(1)

(2)

U:N。,4〔汐S厖″ |のF Ⅳα″0″″ ノ%"″″ιtt Ne"YOrk,19“ ,p・ 71

Jo WⅢ TOngeFeC“ A Review of Selecttt Aspects of thO United Natio¨

Syttem of National」 敬Юounts in the Light Of CountFieξ  EXpeFien“ ぽ',

磁|′ Rω′υ
"げ

助ω″ο″ 爾′″:み。1笙 No SeF.郷,June 19詢‐

(3)lヵ ラカスセミナーの討論状況も―ふまえた国臨 計委員会の1980Fの文書ず,N.

Economi・c aЩユISocial Council,Statistical CommisionP`lFutur diFections

,  Jor work口 on the system of Nat“ nal A∝ounts(Ss゛"E/CN。 3/541,

5 August l"0で は,SNA_の |二重分類についての項で,生産勘定に制匡部

FEをもつESAについてふ|れな.がらSNAの 1制膜鏑肥馴にESAと類似|の生産勘

定を用意することについては,大きな異論はない日の文章が含まれているお

(4)離 勢信子,序論 (注)7参照。

階層別 SNA_の動定体系

階層月us NA_の基本1的な勘定体系について,以下夕J記 してゆく(。 より詳しい

販
=l項

目や定義の説明は,今後llH次各勘定毎に推計結果を伴いながら示してゆ

く勒 である.。

(蝿層IFllSNI Aと 新SNIハ

階層層JIS NAは ,新SNAの基本意図である諸勘定の統合体系,お |よ びそれ

にようて1開発された多くの販;l項目とデ‐夕を継承するt。 この画で階層別SN
Aが新SN‐A_に 1負 うところは大きい。他方,1階層月uS NAは新SNAにお|け る
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取引主体の二元論的な二重分類を関連する諸勘定 とともに再編 し,そ の制度部

門別分類と副部門設定の考え方を社会階層を取引主体とするべく拡充し,こ れ

を産業連関表を含む生産面の諸勘定を含め全体系に一元的に適用する。

12)階層別SNAの取引主体

階層別SNAは,制度別分類とその副部門=社会階層を基本的な経済取引主

体 とする経済循環の叙述体系であり,次の部門構成をとる (表 1参照)。

表1 社会階層の部門構成

この部門構成については,新SNAの制度部門とその副部門の構成表と異な

る点についてのみ若干の注釈を加えておく。

にリト金融法人企業

中分類 として,(al大企業,わ)中小企業,0)零細企業?三つの階層に区分する

ことが適当と思われる。中小企業 と零細企業 との区分は,中 小 企 業 といわれ

る中に,大企業に近いものと,法人形態をとりながら自営業 と事 実 上 ほぼ同

様な零細規模のものがあり,特に後者を分離するためである。企業は規模基準

(siZe CriterioOで 区分されるが,それな資本金規模で表わすか,従業員規模

で表わすかという問題がある。両者はそれぞれ長所と短所をもつが,例えば日

本では生産活動と資金活動の両面のデータが得られやすいのは,資本金規模に

よる分類である。

0家計

新SNAは家計の副部門を,「 lal世帯主が非法人ないし準法人企業の所有者

(134)11

1.非金融法人企業

2.金 融 機 関

3.家     計

4.対家計民間非営利
団体

5。 一 般 政 府

0大企業   の)中小企業  0)零細企業

(→中央銀行  lbl民間金融  (0公的金融

lal農林水産自営業家計    lbl非農林自営業家計

0)雇用者家計        0そ の他家計

(→中央政府 lbl■方政府 (C)公的企業 (dl■会保証基金
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である家計,これは農業と非農業とに細分される。lb)雇用者家計。(0その他の

家計と小社交クラブ」の三区分～山区分を想定している。新SNAが家計の副

部門を,人口調査や家計調査に用いられているように世帯を単位とし,主たる

家計維持者の社会経済的地位で区分する.考え方は,継承される。

自営業者の営業活動と家計との分離1問題は,新SNAに準じて販引項目上必

要な場合以外はさしあたリー括して扱う。

|'/A■的企業および公的金融機1関 の扱い

新 S NAIは非金1融公的企業を非金融法人企業部門の一副部門とし,/AA的金融

機関を金融機関の一副部門としている.。 階層別SNAで は,後者は新SNAあ
部門分類を継承するが,前者について|は これを政府部門に移し,その一部門と

する。1階層別SNAは,生産単位としての/A■的企業の扱い方よりも,所有形態

および社会経済状態を重視する。ただ公的金融機関の扱いは,資金循環勘定の

叙述 1目 的上,こ の考え方を弱めている。

0諸勘定と部門表示

階層llJS NAは ,表 1に示される社会階層の行動を叙述することを一つのね

らいとしているため,大分類だけでなく,中分類で示される幾多の階層を取ワl

主体として勘定に明示することを重んじる。他方,部門が多 くなりすぎて,個
々の勘定の規模が大きくなりすぎることも避けねばならない。この場合,個々

の勘定は,その叙述目的にょって,あ る部門は大分類のみで表示するといった

工夫が必要である。例えば1階層■ll資金循環勘定では,2.金融機関の副部門は欠

かせないが,階層■ll産業運1関表では,大分類お十分である.。

(31階層別SNAの基本的勘定体系

階層別SNAの勘定体系の詳細は別稿にゆずるが:その基本的骨格は図 4の .

通 り。若干の解説を加えれば,

イ)勘定群は,①階層月J産業連1関表 (階層別I‐0表)②階層別1国民所得勘定群
(階層別N.I.表)①階層別資金循環勘定 (階層別F‐0‐F勘定)の連結を意

図する。この統合体系としての考え方は新sNAを継承する。

12(133)
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図4 階層別SNAの勘定体系のアウトライン
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経済循環の叙述体系としての社会階層別SNA

階層別 F…0…F勘定は,国民所得勘定との関係では,単にS=Iの資本取ワl

のみでなく, Y=C+Sの経常取引をカブァ‐し,実物取引二段+金1融販ラ|一

段の三段の表とし,一括表示する。これは,資本取引項目にお け る各部門の1

S―Iギ ャップが戦略的要因としての重要性をもつことを認めつつ,金融取引の

対象が,消費者信用をはじめ経常取引項目と密接に関連する金融構造の変化を

F‐ 0…F表が反映し,その分析価値を高めること,及び制度別勘走の数を多く

したくないという理由に基づく。       |  |    :
勘定体系はまた,図 4の中央列のように五つの統合勘定群と,各1階層別表群,

および階層月JI-0表をふくな諸付表2     (5)  |生から構成される。階層が多いことを考

えれば,各階層別表は,その中間的な統合表としての,表■の大分類で示
.し

た

五つの制度別部Fヨ表と,中分類表と区別ずべきだろう。統合勘定―制度別表一

階層別表の三つのィベル
1で

'表

示力
i考

えられる。

勘定体系の構造 を統議す 1る
上で,1階層別 I-0表は,階層別 No I.勘定を導

出 し,それ との連結を図 る意味か らも,ま た制度部門分類原則を産業連関表に

適用す る問題群の存在 の点でも,階層別 SNAの キイポ イィ トをなしている。

次に,節を設けて階層男r110表をあ なる問題を考察 しよう。

(注)||    |  ||   ||   |     :

(1) United Nations,え SノS姥%。 げ ハξα″(zαJ 4“θ多滋お′New YorL 1968.pp.

78-71  :  | |    | |

(2) 土UR6sTATの 1979年のESA改訂は,準法人の定義だ規模基準を導入した。

United NatiOns,FutuFe dire1lons fOr workonthe Systemof National

Accoun憔 (SNA),Ё/CN。 3/541 August1 1980.p.24参 照。

(3) 日本の場合,生産面は通産省『 工業統計調査』(ただし,資本金および経営組織

表章は原票再集計を要する)。 資金面は大蔵省『法人企業統計調査』が基本的デ

ータとなる。

(4) Board Of Governors of the Federal Reserve systelm′  “A Quarterly

Presentation of Flow‐ of‐Funds, Savings and lnvestment," Fedθ rα′
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ル s″″ 珈 れ August 1959(邦訳 日本銀赫 晰 準備制度

理事会の資金循環・貯蓄・投資の四半期別発表についてニマネー・フロ戸表の

改正―」『調査月報|』 認号1959711月。    |

(5) この勘定体系の構造R統 合勘定群と印FttU勘定群との関様では一見したとこ

ろ取弓1主体をより開ぶ的に示そうとする Ruggles夫要の lEAや,｀ESAよ

りもむしろ新SNAに近い形をとる.が,それはlEAや ESAの |よ うにセクタ

|一卿勘定を前面に出せば,1階層別SNAセークタニ
卿嚇定が多くなりすぎる|から

・
である。   1

社合階層別驚業運開表について

1階層刃J産業1連関表についても,前1節 と同様,主要論点について順に夕」記してゆ

こう。

(1)1階層lll産業連閥1表の作成目1的
|

階層別産業通関表は,社会階層相互間の経済販ラ|を体系的に叙述する表であ

り,それを通じて社会階層相互1間の依存関係の構造1的見とり1図を得ることにあ

る.。 同時に階層別産業運1関表は1国民所得勘定の中の生産および支1出勘定および

その1階層別1内訳表を導1出|し ,階層月I国民勘定を推まゝ,勘定体‐系上フ支えるも

のである (表1図 4参照)。

②階層llll産業連関
1表の.基本構造

階耀明lj産業通蘭1表は,商品X商品のA表の1商品を再編成し,F誰が生産したかJ

という生産主体を明1示1的に示す構造をもつて上記の意図を実現しようとするも

のであ 。  | | |
1階層月llE業明 表の部F司分類は図5に示すとおり,表 1の分類で示される社

会階層のうち,生産活動の叙述に適する1次の階層を大部門とし,内訳部門に1比

較的少ない数のM分 類がそれぞれマトリックスに配
『

1さ れる構造をもつ。

階層別産業運開表の取ヨ1主体として考えられる1階層は次のとおりである。

31
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経済循環の叙述体系としての社会階層別SNA

①大法人企業,②中小法人企業,0零細法人企業,④公的企業,①金融機関

③農林水産自営業,⑦非農林自営業,0対家計民間非営利団体,①一般政府

(3)A表との関係

階層別産業連1開表は,種類の異なる商品群を制度的取引主体ごとに集計する

ため,それぞれの社会階層の生産範囲と投入 。産出構造の大粋を叙述するが,

波及効果測定の前提となる投入係数の安定性については,理論的にもデ‐夕的

にもその保障をもたない。この点では新SNAのU表とV表がそれぞれ固有の

データを提供しづつも,波及効果EIJ定 についてはA表を推してい?こ とと同様

である。

階層別産業連関表は,勘定体系中に組み込まれ,他勘定との連結をもつもの

としては図 5下段右に示す表の形式をもつが,波及効果■ll定 のためには,A表
の利用価値の大きさを考え,図 5で示す χ 表を媒介として,コ ンバータブル

な表としてA表をあとひとつの付表とする。

(注 )

(1)産業連関表における商品をその生産主体の属性によつて格付けし,背後に岸薦

者を明示しようという思想は,例えば1日 本では「企業規模別産業連1関測 |がそ

の例であると思われる.。 次の文献を参照し佐倉致・中村隆英「産業連1関の企業

規模別分析」,『経済研究』第11巻 4号,19甲年10月。産業材料調査研究所「『規

模別産業連1関表』作成に1関する報築 ＼1972年 3月t。 木下滋 F規模別産業運関

霧の評価と利用」,『岐阜経済大学諭集』第14巻 1号,1980年 3月。

(2) united Nations,4(汐 sttπ Or,Mα″ο″″ 4“ο%%Js,New York,19(8p。 お

以上,本稿では階層月IS NAの 設計上のアウトラインを導出してきたが,勘

定体系の詳細や取引項目の具体的提案に触れるまでには至らなかった。 Rug‐

gles夫妻の IEAを含む,それに至るまであ幾たびかの提起,Jo W.Kenrickの

18(127)
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新しい所得概念の提案lあ るいは R.Eisnerの TБAの提案など,合衆国の

研究者達の先例が必ず詳細な勘定と労苦の多いデータの再編を伴って行なわれ

ていることを考えれば,本稿での階層別SNAも いまだ設計思想の一端を提起

するにすぎない。この点は今後I贋次推計結果を含め提起し,検討に供したいと

考えている。

経済取引を制度部門別あるいは社会階層別に表示する,いわゆる社会階層別

経済取引データの収集と開発は,比較的統計の整備されているといわれる日本

においても困難な作業である。種々な生産物をいったい誰が生産し,誰に売っ

ているのか,生産面についてみても,それを示す一次デ‐夕は少ない。また,

金融取引についてもしかりである。それがたとえ存在していたとしても,別の

資料との整合性の点でそのまま利用できる場合は限られている。一例をあげれ

ば,家計の預貯金は,預かった金融機関側の業務統計 (資金循環表の預貯金は

これを積み上げている)か らえられるデr夕 にたしヽし,総理府の『貯蓄動向調

査』や『個人企業経済調査』,農林水産省の『農家経済調査』などのデータに

世帯数,個人企業数を乗じても, 6割程度にしかならない。

このことは,推計をはなはだ困難にさせる点であるが,視点を変えればマク

ロ国民経済計算の社会階層別デr夕 が,個 ,々の ミクロ個別経済統計の正確性を

吟味 。点検する一つの重要な機会の提供を可能にする, ということでもあろ

う。いずれにしろ,こ うした視点についても念頭におきつつ,今後,推計方法

と結果について,順次公表してゆきたい。

その際,本文でも述べたとおり,階層別 SNAは ,新 SNAの勘定体系の統

合という基本的設計思想とそれによって創造的に生み出された多 くの諸勘定,

取引項目,推計方法とデータを引き継ぎながらも,新 SNA自身の制度部門に

関する価値ある提起を社会階層として取引主体分類を一元化すること,こ れを

通じて生産関連諸表の再編を図りながら体系を簡潔化すること,お よびミクロ

経済主体の行動に即したマクロ経済循環の叙述が,分布統計・社会人口統計体

系など「ポストS NAJに より開かれた体系となること,等の点では,現行新
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SNAに たい しては他面で批判 的 な内容 も同時 に含まざるをえない と思われる

のである。

(注 )

(1) IEAの 他にここではIEAに先立つ次の体系的労作を挙げておく。Ruggles,

Richard and NancL Tみ θ Das,g%ο′Eσθ%ο%た 4θσο%πれ NBER′ 1970

(2) Kendrick,John w.´ FO″%α′ね″
“
asゎσヵsοノ7b`α′Cのう

'α

Z,NBER, New

York。 1976

(3) Ejsner,Robert,“ Total lncoIInes in the United States, 1959,1969,"T力 θ

Rιυル
"cプ

」吻ιθttι α
“
J17θαJjみ,Ser。 24.vol.1,march.1978

本稿は,昭和田年度文部省科学研究費 (特定研究121・ 課題番号58215005)

の交付を受けた研究成果の一部である。
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